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回次
第66期

第３四半期累計期間
第67期

第３四半期累計期間
第66期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 20,981,634 20,570,026 30,074,981

経常利益 （千円） 837,116 418,896 1,755,176

四半期（当期）純利益 （千円） 517,793 279,789 1,117,680

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,445,600 1,445,600 1,445,600

発行済株式総数 （株） 6,306,000 6,306,000 6,306,000

純資産額 （千円） 16,718,515 17,019,125 16,951,068

総資産額 （千円） 24,391,652 25,047,368 25,883,146

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 82.16 44.39 177.34

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 40.00

自己資本比率 （％） 68.54 67.95 65.49

回次
第66期

第３四半期会計期間
第67期

第３四半期会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） 8.38 △10.73

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の分析

  当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策が進み経済活動の制限が緩和さ

れ、緩やかな持ち直しの動きが見られたものの、世界的なインフレの進行による輸入資材の価格高騰及び調達難の

影響が、国内でも顕在化して物価が上昇するインフレ局面に入り、先行きが不透明な状況となりました。

　このような状況のもと、当社におきましては、総合厨房機器メーカーとして、人手不足が深刻化する社会情勢を

踏まえ、得意とする省人化された効率的な大量調理・洗浄システムはもとより、最先端のロボット技術の導入も視

野に入れた製品開発に取り組んでおります。また以前から注目されている食中毒や異物混入問題といった「食の安

全・安心」の課題克服にも引き続き注力し、様々な顧客ニーズに対応した厨房機器・厨房システムの提案を心が

け、営業部門、生産部門及び管理部門の各部門が一体となって業績の向上に取り組んでおります。

　業績面におきましては、世界的なインフレや部材の供給不足等の影響から、当第３四半期累計期間の売上高は

205億70百万円（前年同期比2.0％減）となりました。利益におきましては、原材料価格の高騰やコロナ渦での自粛

が緩和されることに伴う旅費交通費の増加、展示会への積極出展、荷造運賃・支払手数料及び減価償却費等の販売

費及び一般管理費が増加したこともあり、営業利益は２億95百万円（前年同期比60.0％減）、経常利益は４億18百

万円（前年同期比50.0％減）、四半期純利益は２億79百万円（前年同期比46.0％減）となりました。

　なお、当社は、業務用厨房機器製造販売事業の主要販売先である学校給食関連の納期が夏季及び年度末に集中し

ているため、売上高が第１、第３四半期会計期間に比べて第２、第４四半期会計期間、特に３月に多くなる傾向に

あります。

  セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①業務用厨房機器製造販売事業

　業務用厨房機器製造販売事業につきましては、売上高は204億94百万円（前年同期比1.9％減）、セグメント利益

は2億61百万円（前年同期比62.4％減）となりました。

②不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業につきましては、売上高は75百万円（前年同期比12.0％減）、セグメント利益は34百万円（前年

同期比23.9％減）となりました。

(2）財政状態の分析

　当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ8億35百万円減少し、250億47百万円となりました。

これは主に、商品及び製品が11億80百万円、仕掛品が３億12百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が17億72

百万円、現金及び預金が12億２百万円減少したことなどによるものであります。

　負債合計は、前事業年度末に比べ９億３百万円減少し、80億28百万円となりました。これは主に、電子記録債務

が３億90百万円、長期未払金が２億96百万円増加したものの、未払法人税が４億73百万円、退職給付引当金が４億

19百万円、１年内返済予定の長期借入金が２億50百万円、支払手形及び買掛金が２億37百万円減少したことなどに

よるものであります。

　純資産合計は、前事業年度末に比べ68百万円増加し、170億19百万円となりました。これは主に、剰余金の配当

が２億52百万円あったものの、四半期純利益を２億79百万円計上したことなどによるものであります。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更はあ

りません。

(5）研究開発活動

　　当第３四半期累計期間における研究開発費は２億38百万円となっております。

    なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6）主要な設備

　当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。また、新たに確定した重要な設備の新

設、除却等の計画はありません。

(7）経営成績に重要な影響を与える要因

　業務用厨房機器製造販売事業は、主として、学校給食センターなどの学校給食部門や医療関係の給食部門、学生

食堂・社員食堂などの事業所部門、大手外食チェーン店などの外食産業部門を最重要マーケットとして、業務用厨

房機器の製造、販売を行っております。官公庁向けについては日本国政府及び地方自治体の政策によって決定され

る公共投資の動向が、民間設備投資については景気動向等が売上高、利益に重要な影響を与える要因となります。

　当社は、現在の厳しい経営環境を乗り切るために、全社を挙げて徹底した業務の効率化に励みながらコストダウ

ンに取り組んでまいります。また、最近、注目されている「持続可能な経済発展」の一翼を担うべく、環境への負

担を減らす新製品の開発に努め、有価証券報告書の経営環境及び優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に記

載している事項にそって、営業力の強化・製品開発力の強化を図ってまいります。

　不動産賃貸事業は、空室率の状況、賃料水準の変動、近隣賃貸不動産の供給状況など不動産市場の動向が売上

高、利益に重要な影響を与える要因となります。

(8）資本の財源及び資金の流動性についての分析

  当社の資金状況は、主として営業活動によるキャッシュ・フローならびに金融機関からの借入により必要とする

資金を調達しております。

　当第３四半期会計期間の現金及び預金の残高は35億20百万円、借入金の残高は９億５千万円であり、資金の流動

性は維持していると考えております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,306,000 6,306,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 6,306,000 6,306,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 2022年10月１日～

 2022年12月31日
－ 6,306,000 － 1,445,600 － 1,537,125

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 3,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,301,200 63,012 －

単元未満株式 普通株式 1,300 － －

発行済株式総数 6,306,000 － －

総株主の議決権 － 63,012 －

①【発行済株式】

2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

　株式会社中西製作所
大阪市生野区巽南5-4-14 3,500 － 3,500 0.05

計 － 3,500 － 3,500 0.05

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　第66期事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

　　第67期第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間　　太陽有限責任監査法人

３．四半期連結財務諸表について
　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

- 6 -



（単位：千円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,722,658 3,520,567

受取手形及び売掛金 6,922,623 ※１ 5,149,715

商品及び製品 1,335,229 2,515,609

仕掛品 667,519 980,148

原材料及び貯蔵品 697,381 949,350

その他 202,252 812,195

貸倒引当金 △692 △514

流動資産合計 14,546,972 13,927,071

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,692,195 3,566,829

土地 4,054,948 4,054,948

その他（純額） 746,297 636,652

有形固定資産合計 8,493,442 8,258,430

無形固定資産 799,134 671,345

投資その他の資産

投資有価証券 1,021,513 1,140,751

前払年金費用 256,328 270,299

繰延税金資産 396,600 275,631

その他 377,468 527,250

貸倒引当金 △8,313 △23,412

投資その他の資産合計 2,043,597 2,190,520

固定資産合計 11,336,174 11,120,296

資産合計 25,883,146 25,047,368

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,157,756 ※１ 2,920,094

電子記録債務 1,246,432 ※１ 1,636,792

短期借入金 700,000 700,000

１年内返済予定の長期借入金 500,000 250,000

未払費用 392,073 368,563

未払法人税等 473,531 －

賞与引当金 307,864 164,772

その他 614,158 573,207

流動負債合計 7,391,816 6,613,430

固定負債

長期未払金 － 296,540

退職給付引当金 1,112,950 693,325

再評価に係る繰延税金負債 298,917 298,917

その他 128,393 126,029

固定負債合計 1,540,261 1,414,812

負債合計 8,932,078 8,028,242

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,445,600 1,445,600

資本剰余金 1,537,125 1,537,125

利益剰余金 14,407,279 14,434,973

自己株式 △2,745 △2,804

株主資本合計 17,387,259 17,414,894

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 465,883 515,302

繰延ヘッジ損益 5,541 △3,455

土地再評価差額金 △907,615 △907,615

評価・換算差額等合計 △436,190 △395,768

純資産合計 16,951,068 17,019,125

負債純資産合計 25,883,146 25,047,368
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年12月31日)

売上高 ※ 20,981,634 ※ 20,570,026

売上原価 15,964,743 15,789,231

売上総利益 5,016,891 4,780,794

販売費及び一般管理費 4,277,476 4,485,049

営業利益 739,414 295,745

営業外収益

受取配当金 15,560 17,298

仕入割引 38,365 35,334

補助金収入 21,065 17,623

その他 30,900 61,385

営業外収益合計 105,891 131,642

営業外費用

支払利息 6,554 4,447

その他 1,634 4,044

営業外費用合計 8,189 8,491

経常利益 837,116 418,896

特別利益

固定資産売却益 999 －

退職給付制度改定益 － 82,047

特別利益合計 999 82,047

特別損失

固定資産除却損 22 559

特別損失合計 22 559

税引前四半期純利益 838,094 500,384

法人税、住民税及び事業税 298,266 117,374

法人税等調整額 22,033 103,219

法人税等合計 320,300 220,594

四半期純利益 517,793 279,789

（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】
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【注記事項】

（追加情報)

（退職給付制度の移行）

　当社は、2022年４月１日より現行の退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度に移行いたしました。

　この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針

第1号 平成28年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告 第2号 平成19年２月７日改正）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について、退職給付制度の一部

終了の処理を行っております。

　なお、本移行に伴い当第３四半期累計期間の特別利益として退職給付制度改定益82,047千円を計上しておりま

す。

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

　前事業年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症に伴う会計上

の見積りに用いた仮定について、重要な変更はありません。

前事業年度
（2022年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 －千円 120,378千円

支払手形 － 374,480

電子記録債務 － 378,292

前事業年度
（2022年３月31日）

当第３四半期会計期間
（2022年12月31日）

コミットメントラインの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,000,000 1,000,000

（四半期貸借対照表関係）

※１　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理

をしております。なお、当四半期会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手

形及び電子記録債務が当四半期会計期間末日残高に含まれております。

　２　コミットメントライン契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。コミットメントライン契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

（四半期損益計算書関係）

※　売上高の季節的変動

前第３四半期累計期間（自  2021年４月１日  至  2021年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自  2022年４月

１日  至  2022年12月31日）

　　当社は、業務用厨房機器製造販売事業の主要販売先である学校給食関連の納期が夏季及び年度末に集中している

ため、売上高が第１、第３四半期会計期間に比べて第２、第４四半期会計期間、特に３月に多くなる傾向にありま

す。

前第３四半期累計期間
（自  2021年４月１日

至  2021年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年12月31日）

減価償却費 358,567千円 389,351千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 201,679 32.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 252,096 40.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　　配当金支払額

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　　配当金支払額

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額
業務用厨房機器
製造販売事業

不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 20,895,517 86,116 20,981,634 － 20,981,634

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 20,895,517 86,116 20,981,634 － 20,981,634

セグメント利益 693,935 45,479 739,414 － 739,414

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

（注）各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。
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報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額
業務用厨房機器
製造販売事業

不動産賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 20,494,279 75,747 20,570,026 － 20,570,026

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 20,494,279 75,747 20,570,026 － 20,570,026

セグメント利益 261,153 34,591 295,745 － 295,745

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

（注）各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。

報告セグメント

業務用厨房機器

製造販売事業
不動産賃貸事業 計

製品売上高 17,420,014 － 17,420,014

商品売上高 3,475,503 － 3,475,503

顧客との契約から生じる収益 20,895,517 － 20,895,517

その他の収益 － 86,116 86,116

外部顧客への売上高 20,895,517 86,116 20,981,634

報告セグメント

業務用厨房機器

製造販売事業
不動産賃貸事業 計

製品売上高 16,862,054 － 16,862,054

商品売上高 3,632,224 － 3,632,224

顧客との契約から生じる収益 20,494,279 － 20,494,279

その他の収益 － 75,747 75,747

外部顧客への売上高 20,494,279 75,747 20,570,026

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：千円）

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

（単位：千円）
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前第３四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 82.16円 44.39円

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 517,793 279,789

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 517,793 279,789

普通株式の期中平均株式数（株） 6,302,409 6,302,398

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月９日

株式会社中西製作所

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 児玉　秀康 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大好　慧 印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中西製

作所の2022年４月１日から2023年３月31日までの第67期事業年度の第３四半期会計期間（2022年10月１日から2022年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中西製作所の2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

その他の事項

　会社の2022年３月31日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間に係る四半期財務諸

表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査

人は、当該四半期財務諸表に対して2022年２月10日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対して

2022年６月29日付けで無限定適正意見を表明している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



　（注）　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上



【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2023年２月10日

【会社名】 株式会社中西製作所

【英訳名】 NAKANISHI MFG.CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　中西　一真

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市生野区巽南五丁目４番14号

【縦覧に供する場所】 株式会社中西製作所　東京本社

（東京都中央区新川一丁目26番２号）

株式会社中西製作所　名古屋支店

（名古屋市中村区名駅南三丁目13番20号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長中西一真は、当社の第67期第３四半期（自2022年10月１日　至2022年12月31日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。


